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【第 1 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 1》〜《問 3》)

に答えなさい。 

 

  



 

《問1》 Mさんは、Aさんに対して、Aさんの退職後の国民年金に

ついて説明した。Mさんが説明した以下の文章の空欄1〜3に入る最

も適切な語句を、下記の〈語句群〉のイ〜ヌのなかから選び、その

記号を解答用紙に記入しなさい。 

  

i)「Aさんは、X社を退職後、国民年金に第1号被保険者として加入

することになります。国民年金の種別変更の届出は、厚生年金保険

の被保険者資格を喪失した日から、原則として( ① )以内に住所地

の市町村(特別区を含む)の窓口で行います」  

 

ii)「A さんは、個人事業主となった後、収入の減少等により国民年

金の保険料を納めることが経済的に難しくなった場合は、保険料の

免除を申請することができます。 免除された期間の保険料は追納

することができますが、追納ができるのは、追納が承認された月の

前( ② )以内の免除期間の保険料です。なお、追納がない場合、 

その保険料免除期間は、所定の割合で老齢基礎年金の年金額に反映

されます。仮に、 A さんが、保険料の 4 分の 1 免除を受け、残り 4

分の 3 の保険料を納付し、その期間に係る保険料の追納や国民年金

への任意加入を行わなかった場合、その保険料免 除期間の月数の

( ③ )に相当する月数が、老齢基礎年金の年金額に反映されます」 

 
 

 

  



 

【答え】  

① ロ・14 日 

厚生年金保険の被保険者が会社を退職すると、国民年金の第 1 号被

保険者となります。国民年金の種別変更の届出は、厚生年金保険の

資格喪失日(退職日の翌日)から 14 日以内に種別変更の届出が必要

となります。 

 

 

② ホ・10 年 

国民年金保険料の納付免除や猶予を受けた場合、10 年間遡って追納

することができます。 

 

「備考」 

老齢基礎年金の年金額を計算するときに、保険料の免除や猶予の承

認を受けた期間がある場合、保険料の全額納付した場合と比べて年

金額が低額します。しかし、免除等の承認を受けた期間の保険料に

ついては、後から納付(追納)することにより、老齢基礎年金の年金

額を増やすことができます。また社会保険料控除により、所得税・

住民税が軽減されます。 

 

  



 

③ ヌ・8 分の 7 

『保険料免除制度とは』 

所得が少なく本人・世帯主・配偶者の前年所得（1 月から 6月まで

に申請される場合は前々年所得）が一定額以下の場合や失業した場

合など、国民年金保険料を納めることが経済的に困難な場合は、ご

本人から申請書を提出し、申請後に承認されると保険料の納付が免

除になります。 

  

免除される額は、全額・4 分の 3・半額・4 分の 1 の 4 種類がありま

す。 

 

国民年金の保険料免除分については、以下の割合で老齢基礎年金額

に反映されます。 

 

平成 21 年 3 月分まで 

全額免除 1/3 

4 分の 3 免除 1/2 

半額免除 2/3 

4 分の 1 免除 5/6 

 

 

平成 21 年 4 月分以降 

全額免除 1/2 

4 分の 3 免除 5/8 

半額免除 6/8 

4 分の 1 免除 7/8 

 

本問では、「仮に、 A さんが、保険料の 4 分の 1 免除を受け、残り

4 分の 3 の保険料を納付し、その期間に係る保険料の追納や国民年

金への任意加入を行わなかった場合」を問われていますので、平成

21 年 4 月分以降の 4 分の 1 免除を受けた場合の反映額は 8 分の 7 と

なります。 

  



《問2》 Aさんが平成30年5月末日付でX社を退職して、個人事業

主となった場合に、原則 として65歳から受給することができる老

齢厚生年金の年金額(平成29年度価額)を計算した次の〈計算の手

順〉の空欄1、2、4に入る最も適切な数値を解答用紙に記入しなさ

い。また、空欄3に入る語句を、解答用紙の「される/されない」の

いずれか から選び、適切なものを○で囲みなさい。計算にあたっ

ては、《設例》および下記の 〈資料〉を利用すること。なお、問

題の性質上、明らかにできない部分は「□□□」 で示してある。  

〈計算の手順〉 

 1.報酬比例部分の額(円未満四捨五入) 

   ( ① )円 

 

 2.経過的加算額(円未満四捨五入) 

   ( ② )円 

 

 3.基本年金額(上記「1+2」の額) 

    □□□円 

 

 4.加給年金額(解答用紙の「される/されない」のいずれかを○で

囲むこと)Aさんの場合、加給年金額は加算( ③ )。 

 

 5.老齢厚生年金の年金額  

( ④ )円 

 

  



【答え】 

1.報酬比例部分の額 
報酬比例部分の額は過去の報酬等に応じて計算します。 

報酬比例部分の額を計算する場合、 

「平成 15 年 3 月以前の加入期間」と 

「平成 15 年 4 月以後の加入期間」を 

それぞれ計算し合算します。 

 

・平成 15 年 3 月以前の期間 

平均標準報酬月額 30万円×
!.#$%
#,'''
×132 月 

=282,150円 

 

・平成 15 年 4 月以後の期間 

平均標準報酬月額 45万円×
%.()#
#,'''
×182 月 

=448,894円 

 

・合計 

282,150円+448,894円=731,044円 

 

① 731,044円 

 

2.経過的加算額 
『経過的加算額の計算式』 

定額部分−老齢基礎年金の厚生年金加入期間相当額 

 

・定額部分= 

1,626 円×厚生年金の被保険者月数 

 

・老齢基礎年金の厚生年金加入期間相当額= 

満額の基礎年金×
$'歳以上 *'歳未満の被保険者月数

加入可能年数×#$
 

 

  



 

本問では A さんの 

・「厚生年金の被保険者月数」は 132 月+182 月=314 月となります。 

 

・「20歳以上 60歳未満の被保険者月数」は 314 月(132 月+182 月)か

ら 18歳(平成 4 年 4 月が誕生日なので 19 歳になる月)〜20歳まで

の 12 月を差し引いた 302 月です。 

 

・厚生年金の加入年数は、20歳以上 60歳未満の 40 年なので、40

年×12 月=480 月 

 

 

上記を踏まえた上で計算をします。 

●定額部分=1,626 円×314 月 

=510.250円 

 

●老齢基礎年金の厚生年金加入期間相当額= 

779.300円×
,'$月

()'月
 

=490309.583… 

 

●経過的加算額= 

510.250円-490309.583…円=19940.417…円 

=19,940円(円未満四捨五入) 

 

② 19,940円 

 

 

3.基本年金額 
上記で計算した「1+2」の額 

731,044円+19,940円=750,984円 

 

  



4.加給年金額 
加給年金は、厚生年金の被保険者期間が 20 年以上で、65歳未満の

配偶者がいる場合には、老齢厚生年金に加給年金が加算されます。 

 

A さんの厚生年金の被保険者期間は 314 月(26年 2ヶ月)ですので、

厚生年金の被保険者期間が 20 年以上です。 

また A さんが 65歳になって年金が支給開始されるとき、妻 Bさん

は 65歳未満なので、加給年金は支給対象です。 

したがって、 

 

A さんの場合、加給年金額は加算( ③される )。 

 

 

5.老齢厚生年金の年金額 
750,984円+389,800円=1,140,784円 

 

④ 1,140,784円 

 

 

したがって正解は、 

(1) 731,044円 

(2) 19,940円 

(3) される 

(4) 1,140,784円 

 

  



《問3》 Mさんは、Aさんに対して、AさんがX社を退職して個人事

業主となった場合における老後資金の準備についてアドバイスし

た。Mさんがアドバイスした次の記述1〜3について、適切なものに

は○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。  

 

(1) 「Aさんは、国民年金の定額保険料のほかに月額400円の付加保

険料を納付することができます。仮に、Aさんが付加保険料を150月

納付し、65歳から老齢基礎年金を受給する場合は、年額30,000円の

付加年金を受給することができます」  

 

(2) 「Aさんは、小規模企業共済制度に加入することができます。

小規模企業共済制度は、一定規模以下である個人事業主または会社

等の役員が加入することができる積立てによる退職金制度です。毎

月の掛金は1,000円から50,000円までの範囲内(500円単位)で選択す

ることができ、その全額が所得控除の対象となります」  

 

(3) 「A さんは、国民年金基金に加入することができます。国民年

金基金の毎月の掛金 は、加入時の年齢や選択する給付の型などに

よって異なりますが、掛金の拠出限度額は月額 68,000円となりま

す。ただし、小規模企業共済制度に加入している場合は、 その掛

金と合わせて月額 68,000円が上限となります」 

 

  



【答え】 

(1)○適切 

付加年金は、国民年金第 1 号被保険者と任意加入被保険者が定額保

険料に月額 400円の付加保険料を上乗せして収めることで受給する

年金額を増やすことができます。 

付加年金の受給額の計算は「200円×付加保険料納付月」です。 

したがって、A さんが付加保険料を納付した 150 月の場合、 

200円×150 月=年額 30,000円の付加年金が支給されます。 

 

 

(2)×不適切 

小規模企業共済の掛金は月額 1,000円から 7万円の範囲で、全額が

小規模企業共済等掛金控除として、所得税・住民税が所得控除の対

象です。 

問題文では、「毎月の掛金は 1,000円から 50,000円までの範囲内」

と記載されていますので、不適切な説明となります。 

 

 

(3)×不適切 

国民年金基金の掛金の上限は 68,000円です。 

国民年金基金と小規模企業共済の掛金を合算し拠出限度額を算出す

る規定はありませんので、小規模企業共済と同時加入も可能で、掛

金はそれぞれ上限額まで拠出可能です。 

問題文の「小規模企業共済制度に加入している場合は、 その掛金

と合わせて月額 68,000円が上限となります」という説明文が不適

切となります。 

 

  



【第 2 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 4》〜《問 6》)

に答えなさい。 

 
 

 

 

  



《問4》 Mさんは、Aさんに対して、株式取引の仕組み等について

説明した。Mさんの説明 に関する次の記述1〜3について、適切なも

のには○印を、不適切なものには×印を 解答用紙に記入しなさ

い。  

 

(1) 「代表的な株価指標のうち、日経平均株価は、東京証券取引所

市場第一部と市場第二部に上場している銘柄のうち代表的な225銘

柄を対象とした修正平均型の株価指標 です」  

 

(2) 「上場株式の注文方法のうち、指値注文では、高い値段の買い

注文が低い値段の買い注文に優先し、原則として、同じ値段の注文

については、先に出された注文が後に出された注文に優先して売買

が成立します」 

 

(3) 「上場株式を証券取引所の普通取引で売買したときの受渡し

は、原則として、約定日(売買成立日)から起算して3営業日目に行

われます」 

 

 

  



【答え】 

(1)×不適切 

日経平均株価(日経 225)は、東京証券取引所 1部に上場している株

式のうち 225銘柄の株価合計を銘柄数で割った修正平均の株価指数

でいす。 

問題文では「市場第二部」も含むとありますので不適切となりま

す。 

 

 

(2)○適切 

※指値注文とは? 

希望した価格で買ったり、売ったりする注文方法です。 

 

※成行注文とは? 

価格を規定せずに、いくらでもいいので「購入したい」または「売

却したい」という時の注文方法です。 

 

●成行注文優先の原則 

指値注文よりも成行注文の方が優先されます。 

 

●価格優先の原則 

同一銘柄に複数の買いの指値注文がある場合、価格の高い注文が優

先されます。 

 

●時間優先の原則 

同じ値段で指値注文が出された場合、より先に出された注文が優先

して取引が成立します。 

 

なので、 

指値注文の買い注文の場合、価格が高く、より先に出された注文が

優先されます。 

よって、問題文の説明は適切となります。 

 

  



(3)×不適切 

上場取引を普通取引で売買した場合、売買成立の当日(約定日)か

ら、実際の決済日(受渡日)までの期間は、約定日を含めて 4営業日

目です。 

問題文では「3営業日目」とありますので不適切となります。 

 

『重要』 

上場株式等の受渡日(決算日)は2019年7月16日(火曜)の約定分より1

営業日早まり、お取引日から起算して3営業日目に変更されまし

た。これに伴い買付や売却の際の入出金も1営業日早まります。 

 

 

  



《問5》 Mさんは、Aさんに対して、X社株式およびY社株式の投資

指標のデータについて 説明した。《設例》に基づき、Mさんが説明

した以下の文章の空欄1〜4に入る最も 適切な語句または数値を下

記の〈語句群〉のイ〜ヲのなかから選び、その記号を解答 用紙に

記入しなさい。  

 

「株式の代表的な投資指標として、PERとPBRがあります。X社株式

の場合、PER は( ① )倍、PBRは( ② )倍と算出されます。この2つ

の指標からX社とY 社の株価を比較すると、( ③ )のほうが割安で

あるといえます。  

また、配当金額から株主への利益還元度合いを測る指標として、配

当性向がありま す。Y社株式の配当性向を算出すると、( ④ )%と

なります」 

 

 
 

  



 

【答え】 

 
① ト・35倍 

PER(株価収益率) 

株価が 1株当たり純利益の何倍になっているかを表した指標 

PER=株価÷1株当たり当期純利益(EPS) 

EPS=当期純利益÷発行済株式数 
・PERが高いほど割高、低いほど割安となります。 

 

[計算式] 

X 社の EPS(1株当たり当期純利益)を求めた後で、PERを求めます。 

●EPS=当期純利益÷発行済株式数 

   =80億円÷2億株 

   =40円 

 

●PER=株価÷1株当たり当期純利益(EPS) 

   =1,400円÷40円 

   =35倍 

  



 

X 社の PER=35倍 

② ニ・1.4倍 

PBR(株価純資産倍率) 

株価が 1株当たりの純資産の何倍になっているかを表した指標で

す。 

PBR=株価÷1株当たりの純資産(BPS) 

BPS=純資産÷発行済株式数 

・PBRが低いほど割安、高いほど割高となります。 

 

[計算式] 

X 社の BPS(1株当たりの純資産)を計算したあとで、PBRを求めま

す。 

 

●BPS=純資産÷発行済株式数 

   =2,000億円÷2億円 

   =1,000円 

 

●PBR=株価÷1株当たりの純資産(BPS) 

   = 1,400円÷1,000 

   =1.4倍 

 

X 社の PBRは 1.4倍 

  



 

③ ヌ・Y社 

●PER比較 

X 社の PER=1,400円÷(80億円÷2億株)=35倍 

Y社の PER=600円÷(150億円÷5億株)=20倍 

 

したがって PERを比較すると Y社の方が割安です。 

 

●PBR比較 

X 社の PBR=1,400円÷(2,000億円÷2億株)=1.4倍 

Y社の PBR=600円÷(3,600億円÷5億株)=0.833…倍 

 

したがって PBRを比較すると Y社の方が割安です。 

 

 

④ リ・50 

配当性向 

会社の純利益に対して、どれくらい株主に配当したのかを示す指標

です。 

配当性向(%)=1株当たり配当額÷1株当たり当期純利益×100 

 

※1株当たり当期純利益=当期純利益÷発行済株式数 

 

[計算式] 

Y社の配当性向=15円÷(150億円÷5億株)×100 

=50% 

 

 

したがって正解は 

① ト・35倍 

② ニ・1.4倍 

③ ヌ・Y社 

④ リ・50 

  



 

《問 6》 A さんが、下記の〈条件〉により、平成 30 年中に特定

口座の源泉徴収選択口座において Y社株式を購入して同年中にすべ

て売却した場合、A さんが受け取ることができる手取金額(所得税お

よび復興特別所得税と住民税の源泉徴収後の金額)を求める次 の

〈計算の手順〉の空欄 1〜3 に入る最も適切な数値を解答用紙に記

入しなさい。〈答〉 は円単位とすること。なお、A さんは、平成

30 年中に Y社株式以外の取引はなく、売 買委託手数料等について

は考慮しないものとする。 

 

 
 

 

〈計算の手順〉 

1.譲渡所得の金額 

  ( ① )円 

 

2.所得税および復興特別所得税と住民税の源泉徴収税額の合計額 

( ② )円  

 

3.手取金額  

( ③ )円 

  



 

【答え】 

① 譲渡所得の金額 
上場株式は譲渡所得(売却益)=売却収入-取得価額で求めます。 

 

●売却収入=売却時の株価×売却株数 

   =700円×2,000株 

   =1,400,000円 

 

●取得価額=購入時の株価×購入株数 

     =600円×2,000株 

     =1,200,000円 

 

●譲渡所得=売却収入-取得価額 

    =1,400,000円-1,200,000円 

    =200,000円 

 

1.譲渡所得の金額 

  ( ① 200,000 )円 

 

  



 

② 所得税および復興特別所得税と住民税の源泉徴収税額の

合計額 
●所得税および復興特別所得税(15.315%) 

譲渡所得 200,000円に対して 15.315%の税率となります。 

200,000円×15.315%=30,630円 

 

●住民税 (5%) 

譲渡所得 200,000円に対して 5%の税率となります。 

200,000円×5%=10,000円 

 

源泉徴収税額の合計額=30,630円+10,000円 

                    =40,630円 

 

2.所得税および復興特別所得税と住民税の源泉徴収税額の合計額 

( ② 40,630円 )円  

③ 手取金額 
手取金額=売却収入-源泉徴収税額の合計額 

        =1,400,000円-40,630円 

        =1,359,370円 

 

3.手取金額  

( ③ 1,359,370円 )円 

 

したがって正解は以下になります。 

1.譲渡所得の金額 

  ( ① 200,000 )円 

 

2.所得税および復興特別所得税と住民税の源泉徴収税額の合計額 

( ② 40,630円 )円  

 

3.手取金額  

( ③ 1,359,370円 )円 

  



【第 3 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 7》〜《問 9》)

に答えなさい。 

 

  



《問7》 Aさんの平成29年分の所得税に関する次の記述1〜3につ

いて、適切なものには○ 印を、不適切なものには×印を解答用紙

に記入しなさい。 

  

(1) Aさんの平成29年分の所得税の計算において、賃貸アパートの

経営による不動産所得に係る損失の金額80万円は、その全額が損益

通算の対象となる。  

 

(2) Aさんの平成29年分の所得税の計算において、総所得金額から

所得控除額を控除しきれなかった場合、控除しきれなかった所得控

除額は、退職所得の金額から控除することができる。  

 

(3) 母Dさんの合計所得金額は38万円以下であるため、Aさんは、母

Dさんを控除対象扶養親族とする58万円の扶養控除の適用を受ける

ことができる。  

  



【答え】 

(1)×不適切 

不動産所得の損失のうち、土地等を取得するために要した負債の利

子は損益通算できません。 

 

[設例抜粋] 

 
 

Aさんは設例にも記載されている通り、 

「上記の損失の金額には、不動産所得を生ずるべき土地等を取得す

るために要した負債の利子の額に相当する部分の金額20万円を含ま

れる」とあります。 

なので、不動産所得にかかる損失の金額は80万円であっても、損益

通算の対象となる不動産所得にかかる損失の金額20万円は対象とな

らないので、80万円-20万で60万円が損益通算の対象となります。 

 

問題文では「その全額が損益通算の対象になる」とありますので、

不適切となります。 

  



(2)○適切 

問題文の通り、総所得金額から控除しきれない所得控除がある場

合、確定申告をすることで余った所得控除額を退職所得から控除す

ることができます。 

 

 

(3)○適切 

70歳以上の親を扶養している場合、老人扶養親族として、同居して

いれば同居親族等に区分され58万円の所得控除の対象となります。 

同居していない場合は48万円の扶養控除が適用されます。 

いずれも、生計同一で合計所得金額が38万円以下(年金収入の場合

158万円以下)である必要があります。 

 

設例では「妻Bさん長女Cさん母DさんはAさんと生計を一にしてい

る」と記載されていますので、生計同一であることがわかります。 

 

また、母Dさんは老齢給付の収入が120万円です。 

年金収入の場合の158万円以下となり、合計所得金額が38万円以下

となります。(65歳以上で受け取る公的年金は、年120万円までは公

的年金等控除により所得はゼロとなります。) 

 

 

よって、母Dさんは控除対象扶養親族とする58万円の扶養控除の適

用を受けることができます。 

 

  



《問 8》 A さんが X 社から受け取った退職金に係る退職所得の金

額を計算した次の〈計算の 手順〉の空欄 1〜3 に入る最も適切な数

値を解答用紙に記入しなさい。なお、問題の 性質上、明らかにで

きない部分は「□□□」で示してある。 

 

〈計算の手順〉 

 1.退職所得控除額 

( ① )万円+□□□万円×{( ② )年-20年}=□□□万円  

 

2.退職所得の金額  

(2,500万円-□□□万円)×□□□=( ③ )万円 

 

【答え】 

退職所得の計算は以下のように求めます。 

 

退職所得=(退職収入-退職所得控除)×1/2 

 

 

退職所得控除の計算方法、勤続年数 20 年以下、20 年以上によって

計算方法が異なります。 

 

・勤続年数 20 年以下 

40万円×勤続年数 

(最低 80万円) 

 

・勤続年数 20 年以上 

800万円+70万円×(勤続年数-20 年) 

 

※ いずれも勤続年数 1 年未満の端数は 1 年と切り上げます 

A さんの場合は勤続年数 35 年 7ヶ月ですので、36年として計算し

ます) 

  



〈計算の手順〉 

1.退職所得控除額 

800万円+70万円×(36年-20年)=1,920万円  

 

2.退職所得の金額  

(2,500万円-1,920万円)×1/2=290万円 

 

 

 

したがって正解は 

①  800(万円) 

②  36(年) 

③  290(万円) 

 

  



《問9》 Aさんの平成29年分の各種所得の金額および総所得金額

を計算した下記の表および 文章の空欄1〜3に入る最も適切な数値

を解答用紙に記入しなさい。なお、問題の性 質上、明らかにでき

ない部分は「□□□」で示してある。  

A さんの平成 29年分の各種所得の金額は、以下の表のとおりであ

る。 

 
以上から、A さんの平成 29年分の総所得金額は、( ③ )万円とな

る。 

 

 

〈資料〉給与所得控除額 

 
 

  



【答え】 

総所得金額とは総合課税の所得を合計し、損益通算した後の金額の

ことを言います。 

 

 

『損益通算とは』 

所得税額を計算する際に、不動産所得・事業所得・山林所得・譲渡

所得の金額に損失が生じた場合、その損失額をほかの所得の金額か

ら差し引くことができ、税金を減らすことができます。それでもマ

イナスになった場合には、確定申告を行うことで最長 3 年間損失を

繰り越して控除することも可能です。 

 

 

『所得税の分類』 

所得税には10種類の所得があります。 

①利子所得 ②配当所得 ③不動産所得 ④事業所得⑤給与所得 

⑥退職所得 ⑦譲渡所得 ⑧山林所得 ⑨一時所得 ⑩雑所得 

 

【総合課税】 

①利子所得 ②配当所得 ③不動産所得 ④事業所得  

⑤給与所得 ⑥譲渡所得（土地や建物、株式の譲渡所得以外） 

 

【分離課税】 

① 山林所得 ②退職所得 ③譲渡所得（土地や建物、株式の譲

渡） 

 

本問の A さんの【総合課税】は以下になります。 

・給与所得 

・不動産所得 

・一時所得(一時払変額個人年金保険の解約返戻金) 

 

※退職所得は分離課税のため、総所得金額には含めません。 

※一時所得は総所得金額を算出する際に、2 分の 1 が合算対象で

す。 

  



●給与所得 
給与所得=給与収入-給与所得控除 

 

[設例より:A さんの平成 29 円分の収入等に関する資料] 

 
 

〈資料〉給与所得控除額 

 
 

給与所得=600万円-(600万円×20%+54万円)=426 万円 

 

① 426 万円 

 

  



●不動産所得 
損益通算は不動産所得・事業所得・山林所得・譲渡所得の金額に損

失が生じた場合、その損失額をほかの所得の金額から差し引くこと

ができます。 

ただし、不動産所得の損失のうち、土地取得に要した負債の利子は

他の所得と損益通算できません。 

 

Aさんは設例にも記載されている通り、 

「上記の損失の金額には、不動産所得を生ずるべき土地等を取得す

るために要した負債の利子の額に相当する部分の金額20万円を含ま

れる」とあります。 

なので、不動産所得にかかる損失の金額は80万円であっても、損益

通算の対象となる不動産所得にかかる損失の金額は20万円が対象と

ならないので、80万円-20万で60万円が損益通算の対象となりま

す。 

 

●一時所得 
一時所得=収入額-収入を得るために支出した額-特別控除 50万円 

 

・本問の場合 

一時所得=解約返戻金-一時払保険料-特別控除 50万円 

一時所得=580万円-500万円-特別控除 50万円=30万円 

 

●総所得金額 
総所得金額=給与所得+不動産所得+一時所得 

※一時所得は総所得金額を算出する際に、2 分の 1 が合算対象です 

  一時所得の 30万円は総所得金額を算出する際に、2 分の 1 するの

で、15万円で計算します。 

 

総所得金額=426 万円-60万円+(30万円×1/2) 

     =426 万円-60万円+②15万円=③381万円 

 

したがって正解は 

①426 万円②15万円③381万円 

  



【第 4 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 10》〜《問

12》)に答えなさい。 

 
 

  



《問10》 Aさんが、甲土地上に住宅を新築する場合における建築

基準法上の規制に関する次 の記述1〜3について、適切なものには

○印を、不適切なものには×印を解答用紙に 記入しなさい。  

 

(1) 甲土地が所在する第一種住居地域内においては、都市計画によ

り、10mまたは12m の絶対高さ制限が適用される。  

 

(2) 甲土地が所在する第一種住居地域は、地方公共団体の条例によ

り日影規制(日影による中高層の建築物の高さの制限)の対象区域と

して指定することができる。 

 

(3) 甲土地上に住宅を新築する場合、原則として耐火建築物または

準耐火建築物としな 

ければならない。  

 

  



【答え】 

(1)×不適切 

絶対高さ制限が適用されるのは、第1種低層住居専用地域と第2種低

層住居専用地域です。高さ10mまたは12m(絶対高さ制限)を超える建

築物を建築することはできません。 

 

甲土地が所在する「第1種住居地域」においては、都市計画による

絶対高さ制限は適用されません。 

 

(2)○適切 

日影規制(日影による中高層の建築物の高さの制限)は、住居系の用

途地域、近隣商業地域・準工業地域が適用対象です。 

甲土地が所在する「第1種住居地域」は、住居系の用途地域なの

で、日影規制の対象区域となります。 

 

日影規制の対象とならない用途地域は、商業地域、工業地域、工業

専用地域です。 

 

※用途地域とは!? 

建築できる建物の種類や用途の制限を定めたルールのことで、都市

計画法では、「住居系」「商業系」「工業系」に区分されます。 

 

 

  



(3)×不適切 

甲土地は準防火地域にあります。 

準防火地域において、4階以上(地下階を除く)または延べ面積1,500

㎡を超える場合、耐火建築物にする必要があります。 

 

また、延べ面積500㎡を超え1,500㎡以下の建物の場合は原則耐火建

築物または準耐火建築物にする必要があります。 

それ以外の建物の場合は、必ずしも耐火建築物または準耐火建築物

にする必要はありません。 

 

問題文では準防火地域では「必ず耐火建築物または準耐火建築物に

しなければならない」という文章になっているので不適切となりま

す。 

  



《問11》 Aさんが、甲土地上に住宅を新築する場合、建ぺい率の

上限となる建築面積と容積 率の上限となる延べ面積を求める次の

〈計算の手順〉の空欄1〜4に入る最も適切な 数値を解答用紙に記

入しなさい。なお、問題の性質上、明らかにできない部分は「□ 

□□」で示してある。  

  

〈計算の手順〉 

 1.建ぺい率の上限となる建築面積 

   □□□m²×( ① )%=( ② )m² 

  

2.容積率の上限となる延べ面積 

 (1)容積率の判定 

・指定容積率:200%  

・前面道路幅員による容積率の制限:□□□%  

したがって、上限となる容積率は、( ③ )%である。 

 

 (2)容積率の上限となる延べ面積  

   □□□m²×( ③ )%=( ④ )m² 

 

  



【答え】 

 
 

  



1.建ぺい率の上限が緩和される場合 
甲土地は、「建ぺい率の緩和について特定行政庁の指定する角地」

のため上限となる建ぺい率は、指定建ぺい率の 60%に 10%を加えた

70%となります。 

 

① 70% 
 

[建ぺい率の上限が緩和される場合] 

1 防火地域内にある耐火建築物 プラス10% 

2 特定行政庁が指定する角地 プラス10% 

上記の1と2の両方に該当する場

合(10%+10%) 

プラス20% 

建ぺい率が80%とされている地

域内で、防火地域内になる耐火

建築物 

建ぺい率100 

(建ぺい率の制限なし) 

 

 

2.建ぺい率の上限となる建築面積 
・甲土地の面積 

16m×15m=240㎡ 

 

・建ぺい率の上限となる建築面積 

   □□□m²×( ① )%=( ② )m² 

  240㎡×70%=168㎡ 

 

② 168㎡ 

  



3.容積率の判定 
容積率とは 

敷地面積に対する延べ面積(各階の床面積の合計)の割合のことを言

います。 

[計算式] 

容積率=延べ面積÷敷地面積 

 

延べ面積=敷地面積×容積率 

 

●容積率の制限 

容積率は、前面道路の幅員によって制限を受けます。 

前面道路が2つ以上ある場合は、最も幅の広いものが道路の前面道

路となります。 

 

[前面道路の幅員による容積率] 

●前面道路の幅員が12m以上の場合の容積率は「指定容積率」とな

ります。 

 

●前面道路の幅員が12m未満の場合の容積率 

住居系用途地域・・・前面道路の幅員×4/10 

その他の用途地域・・前面道路の幅員×6/10 

12m未満の場合は、「指定容積率」と「前面道路の幅員×法定乗数

(4/10または6/10)」のいずれか、小さい方が限度となります。 

 

  



●前面道路の決まり方 

設例では道路が6mと4mの2つがありますが、容積率の制限は最も幅

の広い方が前面道路となりますので、この土地の前面道路は6mとな

ります。 

 

●住居系用途地域の計算方法 

また、用途地域は第1種住居地域ですので、 

「住居系用途地域・・・前面道路の幅員×4/10」 

の計算式となります。 

6m×4/10=240%となります。 

 

今回のように12m未満の場合は、「指定容積率」と「前面道路の幅員

×法定乗数(4/10または6/10)」のいずれか、小さい方が限度となり

ます。 

設例で指定容積率が200%と記載されていますので、 

 

240%と200%では、200%の方が小さいので、土地の容積率は200%とな

ります。 

 

③200% 

 

●延べ面積の上限 

延べ面積の上限=土地の面積×土地の容積率 

16m×15m×200%=480㎡ 

 

③ 480㎡ 

したがって正解は 

① 70(%) 
② 168(㎡) 

③ 200(%) 
④ 480(㎡) 

  



《問12》 Aさんが、甲土地上に住宅(認定長期優良住宅には該当

しない)を新築した場合の 税金に関する次の記述1〜3について、適

切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しな

さい。  

 

(1) 「住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例」の適用を受

けた場合、当該敷地(240 m²)に係る固定資産税の課税標準は、当該

敷地の全部について課税標準となるべき価格の6分の1の額となる。  

 

(2) 「不動産取得税の課税標準の特例」の適用を受けた場合、不動

産取得税の課税標準の算定上、住宅の課税標準から最大で1,000万

円までを控除することができる。  

 

(3) 床面積 270m²の住宅を新築し、所有権の保存登記を新築後 1 年

以内に受けた場合、この登記に係る登録免許税の税率について「住

宅用家屋の所有権の保存登記の税率の軽減」の適用を受けることが

できる。 

 

  



【答え】 

(1)×不適切 

固定資産税の計算上「住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特

例」の適用を受ける場合 200㎡までは 6分の 1 となります。 

また 200㎡を超える部分の課税標準は 3 分の 1 となります。 

 

問題文では「240㎡の場合 6分の 1 の額が適用となる」という文章

なので間違いとなります。 

240㎡の場合は 3 分の 1 となります。 

 

 

(2)×不適切 

不動産取得税の課税標準は、原則として固定資産税評価額ですが、

新築住宅の取得(増改築含む)する場合、床面積 50㎡以上 240㎡以

下(貸家の場合 40㎡以上)の住宅(特例適用住宅)であれば、固定資

産税評価額から一戸当たり最高で 1,200万円(認定長期優良住宅に

ついては 1,300万円)を控除した額を課税標準とすることができま

す。 

問題文では「A さんは最大 1,000万円まで控除できる」とあります

が、A さんが控除できる金額は最大 1,200万円までとなります。 

 

「備考」 

問 12 で A さんの甲土地上に住宅は認定長期優良住宅には該当しな

いとありますので 1,300万円ではありません。 

 

 

(3)○適切 

所有権保存登記の登記免許税について「住宅用家屋の所有権の保存

登記の税率の軽減」の適用を受けるためには、自己居住用の住宅

で、床面積が 50㎡以上の家屋について、新築または取得後 1 年以

内に登記することが要件とされます。 

  



【第 5 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 13》〜《問

15》)に答えなさい。 

 

  



 

《問13》 公正証書遺言に関する次の記述1〜3について、適切な

ものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさ

い。  

 

(1) Aさんが公正証書遺言を作成する場合、長女Cさんの配偶者Hさ

んは、遺言書により財産を取得する受遺者でない限り、公正証書遺

言を作成する際の証人となることができる。 

 

(2) 公正証書遺言は、遺言者が自ら書いた遺言書の内容および形式

の適法性を公証人および証人が確認し、承認する方式で作成され

る。 

 

(3) Aさんが公正証書遺言を作成した後に、その遺言の内容を撤回

したい場合、自筆証書遺言では撤回することができない。 

  



 

【答え】 

(1)×不適切 

[遺言の種類] 

遺言(普通方遺言)には、3種類があります。 

 作成方法 証人 検認※ 

自筆証書遺言 遺言者が遺言の、全文、

日付、氏名を自書し押印

する。パソコンでの作成

や口述録音は不可。 

不要 必要 

公正証書遺言 公証人2名以上の立会いの

もと、遺言者が口述し、

公証人が筆記する。 

2人以上 不要 

秘密証書遺言 遺言者が遺言書を作成

し、署名押印し、封印。

公証人が日付等を記入す

る。パソコンや代筆も可

能。 

2人以上 必要 

 

公正証書遺言は、作成時に証人2名以上の立会いが必要ですが、

「推定相続人、受遺者、および推定相続人と受遺者の配偶者ならび

にこれらの者の直系血族、および未成年者」は証人になれません。 

つまり、遺言の内容に対して、利害のある人は証人にはなれませ

ん。 

 

本問の長女Cさんの配偶者Hさんは、推定相続人や受遺者ではありま

せんが、「推定相続人と受遺者の配偶者ならびにこれらの者の直系

血族、および未成年者」に該当し、証人にはなれません。 

 

  



(2)×不適切 

公正証書遺言は、遺言者が遺言の趣旨を口述し、公証人が筆記しま

す。これを遺言者および証人に読み聞かせるまたは、閲覧させるこ

とで作成します。 

 

問題文では「遺言者が自ら書いた遺言書」とありますので不適切と

なります。 

 

 

(3)×不適切 

遺言書は新しいものが有効となります。 

なので、以前に作成した公正証書遺言を撤回するために、後の自筆

証書遺言で撤回しても問題ありません。 

  



《問14》 仮に、Aさんの相続が現時点(平成30年5月27日)で開始

した場合の相続税に関する以下の文章の空欄1〜3に入る最も適切な

語句または数値を、下記の〈語句群〉のイ〜ヲのなかから選び、そ

の記号を解答用紙に記入しなさい。  

 

i)妻BさんがAさんの相続により財産を取得した場合、妻Bさんが受

け取る死亡保険金のうち、相続税の課税価格に算入される金額は、

( ① )万円である。  

 

ii)妻Bさんが自宅の敷地のすべてを相続により取得し、「小規模宅

地等についての相 続税の課税価格の計算の特例」の適用をその限

度額まで受けた場合、自宅の敷地に ついてAさんに係る相続におけ

る相続税の課税価格に算入すべき価額は、( ② ) 万円である。  

 

iii)二女DさんがAさんの相続により財産を取得した場合、二女Dさ

んが平成28年に Aさんから住宅取得の資金として贈与を受けた現金

500万円は、相続税の課税価格に  

( ③ )。 

 

 

 

  



【答え】 

i) 
[生命保険金・死亡保険金の非課税限度額] 

相続人が生命保険金や死亡保険金を受け取った時は、それぞれにつ

いて、次の計算で求めた限度額までが非課税となります。 

 

[計算式] 

非課税限度額=500万円×法定相続人の数 

 

生命保険の契約者と被保険者が同じで、保険金受取人が異なる場

合、支払われた死亡保険金は、みなし相続財産として、相続税の課

税対象となります。 

ただし「非課税限度額=500万円×法定相続人の数」まで非課税とな

ります。 

 

 

「法定相続人の要件」 

・相続税の計算上、放棄した人もその放棄がなかったものとして法

定相続人に含めます。 

 

・法定相続人に加えられる養子の数は、被相続人に実子がいる場合

1名まで、実子がいない場合、2名までが制限されます。 

 

 

本問では、 

妻 Bさんに実子である長女 Cさん・二女 Dさんがすでにおり、すで

に孫 F さん・孫 Gさんが普通養子になっているため、法定相続人は

1 人のみになります。 

 

つまり法定相続人は、妻 Bさん・長女 Cさん・二女 Dさん・普通養

子縁組の孫 F さん・孫 Gさんのうち 1 人となりますので、合計 4 人

となります。 

  



 

[死亡保険金の非課税枠] 

500万円×4 人=2,000万円 

 

したがって、妻 Bさんが受け取る死亡保険金 3,000万円のうち

2,000万円を除いた 1,000万円が相続税の課税価格に算入します。 

 

① ロ・1,000万円 

 

  



ii) 
【小規模宅地の特例】 

被相続人が住んでいた土地や事業をしていた土地について、相続人

が居住や事業を続けられるように評価額のうち一定の要件を満たす

場合には、一定割合が軽減されることを、小規模宅地の特例と言い

ます。 

適用には相続税の申告が必要です。 

 

[限度面積・減額割合] 

区分 限度面積 減額割合 

居住用 特定居住用宅地 330㎡ 80% 

 

事業用 

特定事業用宅地 400㎡ 80% 

特定同族会社事業用

宅地 

400㎡ 80% 

貸付事業用宅地 200㎡ 50% 

※特定居住用宅地と特定事業用宅地を併用する場合、合計730㎡ま

で適用可能。 

 

特定居住用宅地の限度面積は 330㎡、減額割合は 80%です。 

 

 

●小規模宅地の特例による評価減額 

=自用地評価額×
適用上限

敷地面積
×減額割合 

 

1億円×
,,'㎡
(''㎡

×80 %=6,600万円 

 

●相続税の課税価格への算入額 

=1億円-6,600万円=3,400万円 

 

② ヘ・3,400万円 

  



iii) 

直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税

制度が適用された財産は、相続税の課税価格には加算されません。 

 

③ ヲ・加算されない 

 

 

したがって正解は 

① ロ・1,000万円 

② ヘ・3,400万円 

③ ヲ・加算されない 

 

 

  



《問 15》 仮に、A さんの相続が現時点(平成 30 年 5 月 27 日)で

開始し、A さんの相続における課税遺産総額(課税価格の合計額-遺

産に係る基礎控除額)が 2億 4,000万円であった場合の相続税の総

額を計算した下記の表の空欄 1〜4 に入る最も適切な数値を解答 用

紙に記入しなさい。〈答〉は万円単位とすること。なお、問題の性

質上、明らかに できない部分は「□□□」で示してある。 

 

 
 

 
 

  



【答え】 

1.遺産に係る基礎控除額 
[計算式] 

3,000万円+600万円×法定相続人 

 

 

以下の内容は問 14 でも同じように法定相続人の数を出していま

す。 

「法定相続人の要件」 

・相続税の計算上、放棄した人もその放棄がなかったものとし法定

相続人に含めます。 

 

・法定相続人に加えられる養子の数は、被相続人に実子がいる場合

1名まで、実子がいない場合、2名までが制限されます。 

 

 

本問では、 

妻 Bさんに実子である長女 Cさん・二女 Dさんがすでにおり、すで

に孫 F さん・孫 Gさんが普通養子になっているため、法定相続人は

1 人のみになります。 

 

法定相続人は、妻 Bさん・長女 Cさん・二女 Dさん・普通養子縁組

の孫 F さん・孫 Gさんのうち 1 人となりますので、合計 4 人となり

ます。 

 

 

遺産に係る基礎控除額=3,000万円+600万円×4 人 

          =5,400万円 

 

① 5,400万円 

  



2.相続税の総額の基となる総額 
[本問の法定相続分] 

妻 Bさん→1/2 

長女 Cさん→1/6 

二女 Dさん→1/6 

養子 1 人分→1/6 

 

[法定相続分の計算]※控除額も計算する 

●妻 B 

2.4億円×1/2=1.2億円 

 
 

1.2億円×40%-1,700万円=3,100万円 

 

②3,100万円 

 

  



●長女 Cさん 

2.4億円×1/6=4,000万円(3,999 万 9999 円) 

 
4000万円×20%-200万円=600万円 

 

③600万円 

 

※二女 Dさん・養子 1 人分も法定相続分は同じ 1/6ですので計算式

は同じです。つまり 600万円となります。 

 

 

 

3.相続税の総額 
3,100万円+600万円+600万円+600万円=4,900万円 

 

④4,900万円 

 

 

したがって正解は 

①5,400万円 
②3,100万円 

③600万円 

④4,900万円 

 

 

-終- 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


